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築案だけを前提にしていることが問題です。いくつかの改修案がある場合にはそれぞれの案につ

いて代替案分析を実施すべきであります。新築は代替案の一つにすぎないものです。 

今回、大きな社会問題となっている新国立競技場問題は、日経新聞のアンケート調査(2014 年

6 月 4 日)では、60.7％の人が、「新築ではなく、いまの競技場を改修すべきだ」と考えています。現

国立競技場の改修案については、すでに久米設計案、伊東豊雄案、東京電機大学今川研究室

案、東京大学大野秀敏案などが提案されています。 

IOC が求めているのは「既存施設の改修」です。IOC オリンピックムーブメンツ・アジェンダ 21 は、

「既存施設を改修しても使用できない場合に限り、新しくスポーツ施設を建造することができる」

(3.2.3) と定めています。 

 世界標準の環境アセスメントは、代替案の比較検討が基本であることは言うまでもありません。東

京都環境影響評価技術指針においても、「対象計画の案は、できる限り事業の実施による環境影

響の回避若しくは低減又は損なわれる環境の代償が図られるようにするとともに、社会的要素及

び経済的要素を踏まえ、採用可能なものとして、計画の内容又は環境の保全のための措置が異

なる複数の案を策定する」とされています。東京都も計画段階の環境影響評価などで代替案の比

較検討を実施してきた経験を有しており、代替案の比較検討を行うことが IOC の要求に最も応え

るものです。 

 

第2に、環境アセスメントの根本である、「アセス手続きが終わるまでは着手しない」という事業実

施制限が全くかけられていないからです。 

 

環境影響評価法では、第 31 条で評価書の公告を行うまでは、対象事業の実施を禁止していま

す。また、東京都環境影響評価条例では第 61 条で、事業者は評価書の公示日までは当該対象

事業を実施してはならないと事業着手を禁じています。 

IOC が既存施設の改修を基本とし、なおかつ複数の改修案が提案されているにもかかわらず、

環境影響評価の調査手法等の進め方を検討する段階で、改修対象施設を解体してしまうことは

全く道理にかなわないものであり、IOC のアジェンダに著しく違反するものです。 

 

 第 3 に、環境アセスメント手続きにステークホルダーとの協働・協調の姿勢が見られず、ステーク

ホルダーが懸念している影響を無視して、手続きを進めようとしているからです。 

 

IOC が要求しているステークホルダーとの協議や協力の実現はどうなったのでしょうか。IOC ア

ジェンダの考え方に沿って、ステークホルダーが関心を寄せている環境影響評価項目を重視し、

重点的に予測評価すべきです。景観の保全、風致地区の保全、ヒートアイランド緩和機能の保全、

広域避難場所としての機能保全、歴史的文化的環境の保全、将来のスポーツ愛好者の利用しや

すさ、将来にわたる維持のための費用負担、火災リスク及び災害時安全性、開催後の規模縮小

の容易さなど、ステークホルダーが懸念している影響について、環境影響評価項目に盛り込み、

重点を置いて予測評価することが求められているからです。 

 

以上の理由から、私たちは、現国立競技場の改修に関する複数案及び新築案について、世界

に通用する、世界標準の環境アセスメントの適正な実施を強く求めます。 

既にあるものを大事にする「もったいない」の伝統は、世界に誇る日本のこころです。 

「過ちては則ち改むるに憚ること勿れ (論語 学而第一)」は先人の教えです。 

舛添都知事及び柳会長のご決断により、歴史的文化的レガシーである現国立競技場の改修の

道を選択してこそ、世界から称賛されるオリンピック・パラリンピックとなることでしょう。 

IOC アジェンダに準拠した環境アセスメントの実施を

求めるステークホルダーズ会議 

事務局： 070-6400-5448 


